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議 案 参 考 資 料 担当課（室）係

（令和５年第１回定例会６月第２回会議） 住民福祉課　福祉係

    

です。

１．議案名

議案第７７号　かつらぎ町災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例制定
について

２．背景・経過

　被災者支援の充実を図る観点から災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和４８年法律

第８２号）に基づく災害援護資金の貸付内容を変更するため、所要の見直しを行うもの

３．趣旨・目的

　自然災害により被害を受けた世帯の生活の安定に資するため、近年の低金利の情勢を

ものです。

踏まえ、災害援護資金の貸付けに係る運用の見直しを軸に、所要の改正を行おうとする

              １４条及び第１５条の規定は、令和５年６月１日以降に生じた災害によ

　  経過措置：この条例による改正後のかつらぎ町災害弔慰金の支給等に関する条例第

（施行期日：公布の日）

４．概要

　　　災害援護資金の貸付利率等の変更

　　　　　　　【改正前】　年３％（保証人必要）

　　　　　　　【改正後】　無利子（保証人不要）

　主な改正内容

              害援護資金の貸付けについては、なお従前の例による。

              り被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについて適

              用し、同日前に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災
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（令和５年第１回定例会６月第２回会議）
【議案第７７号　参考資料】

制度の名称

災害対象

●

●

●

●

制度の名称

災害対象

●

ア　当該負傷のみ １５０万円

イ　家財の３分の１以上の損害 ２５０万円

ウ　住居の半壊 ２７０万円

エ　住居の全壊 ３５０万円

ア　家財の３分の１以上の損害 １５０万円

イ　住居の半壊 １７０万円

ウ　住居の全壊（エの場合を除く） ２５０万円

エ　住居の全体の滅失又は流失 ３５０万円

貸付利率

据置期間 ３年

償還期間 １０年（据置期間を含む）

償還方法 年賦、半年賦又は月賦

●

●

世帯人員

１人

２人

３人

４人

５人以上

活用できる方

災害により負傷又は住居、家財の損害を受けた方に対して、災害弔慰金の支給等
に関する法律に基づき、生活の再建に必要な資金を貸し付けします。貸付限度額
等は次のとおりです。

貸付限度額

市町村民税における前年の総所得金額

２２０万円

４３０万円

６２０万円

７３０万円

制度の内容

1人増すごとに７３０万円に３０万円を加えた額。
ただし、住居が滅失した場合は１,２７０万円とします。

①世帯主に１か月以上の負傷がある場合

②世帯主に１か月以上の負傷がない場合

無利子

災害援護資金

県内で災害救助法が適用された市町村が１以上ある自然災害

以下のいずれかの被害を受けた世帯の世帯主が対象です。
　１．世帯主が災害により負傷し、その療養に要する期間が概ね１か月以上
　２．家財の１/３以上の損害
　３．住居の半壊又は全壊・流失

所得制限があります。表の額以下の場合が対象です。

制度の内容

活用できる方

災害により死亡された方のご遺族

災害弔慰金

県内で災害救助法が適用された市町村が１以上ある自然災害

ご遺族の範囲
　ア．配偶者、子、父母、孫、祖父母
　イ．上記のいずれも存しない場合には兄弟姉妹（死亡した者の死亡当時その者
　　　と同居し、又は生計を同じくしていた者に限る。）

災害弔慰金の支給額は次のとおりです。
　・生計維持者が死亡した場合：５００万円
　・その他の者が死亡した場合：２５０万円

災害により死亡された方のご遺族に対して、災害弔慰金の支給等に関する法律に
基づき、災害弔慰金を支給します。
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